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○高度経済成長に伴い、昭和４０年代から全国規模で排水機場の整備が促進。
○現在、国が管理する排水機場は４４４施設、総排水量が約５７００㎥/s、都道府県が管理する排水機場は４２１施設、
総排水量が約４３００㎥/sとなっており、合計で８６５施設で１００００㎥/sを超える総排水量を有している。

○国管理の施設では、施設数は九州地方が最も多く約２８％（１２４施設）。
総排水量では関東地方が全国の約２５％（約１５００㎥/s）。

○都道府県管理の施設では、佐賀県、埼玉県、兵庫県が多く、総排水量では愛知県、埼玉県、兵庫県が多くなっている。

■国管理施設（N=444） ■都道府県管理施設（N=421）

421  機場 4,307  ㎥/s 1,065  台

北海道 21 (5.0%) 68.6 (1.6%) 47 (4.4%)

青　森 1 (0.2%) 0.4 (0.0%) 4 (0.4%)

岩　手 14 (3.3%) 16.1 (0.4%) 32 (3.0%)

宮　城 8 (1.9%) 24.9 (0.6%) 15 (1.4%)

秋　田 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

山　形 1 (0.2%) 0.4 (0.0%) 2 (0.2%)

福　島 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

茨　城 7 (1.7%) 44.4 (1.0%) 17 (1.6%)

栃　木 1 (0.2%) 6.0 (0.1%) 4 (0.4%)

群　馬 7 (1.7%) 37.8 (0.9%) 17 (1.6%)

埼　玉 46 (10.9%) 470.3 (10.9%) 115 (10.8%)

千　葉 23 (5.5%) 311.1 (7.2%) 63 (5.9%)

東　京 5 (1.2%) 166.4 (3.9%) 17 (1.6%)

神奈川 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

山　梨 2 (0.5%) 11.0 (0.3%) 5 (0.5%)

長　野 12 (2.9%) 23.8 (0.6%) 21 (2.0%)

新　潟 23 (5.5%) 152.6 (3.5%) 52 (4.9%)

富　山 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

石　川 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

岐　阜 5 (1.2%) 46.7 (1.1%) 12 (1.1%)

静　岡 3 (0.7%) 5.0 (0.1%) 5 (0.5%)

愛　知 18 (4.3%) 476.2 (11.1%) 56 (5.3%)

三　重 8 (1.9%) 78.2 (1.8%) 17 (1.6%)

総排水量 総ポンプ台数

都道府県管理

管理主体 排水機場数

444  機場 5,780  ㎥/s 1,317  台

北海道 57 (12.8%) 519 (9.0%) 173 (13.1%)

東　北 39 (8.8%) 276 (4.8%) 154 (11.7%)

関　東 54 (12.2%) 1,452 (25.1%) 172 (13.1%)

北　陸 25 (5.6%) 296 (5.1%) 68 (5.2%)

中　部 45 (10.1%) 711 (12.3%) 150 (11.4%)

近　畿 26 (5.9%) 710 (12.3%) 76 (5.8%)

中　国 39 (8.8%) 252 (4.4%) 93 (7.1%)

四　国 35 (7.9%) 350 (6.1%) 80 (6.1%)

九　州 124 (27.9%) 1,214 (21.0%) 351 (26.7%)

沖　縄 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

国 管 理

管理主体 排水機場数 総排水量 総ポンプ台数

福　井 8 (1.9%) 140.8 (3.3%) 23 (2.2%)

滋　賀 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

京　都 4 (1.0%) 105.4 (2.4%) 16 (1.5%)

大　阪 6 (1.4%) 354.0 (8.2%) 21 (2.0%)

兵　庫 34 (8.1%) 425.8 (9.9%) 87 (8.2%)

奈　良 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

和歌山 14 (3.3%) 111.3 (2.6%) 35 (3.3%)

鳥　取 6 (1.4%) 18.3 (0.4%) 15 (1.4%)

島　根 5 (1.2%) 12.9 (0.3%) 9 (0.8%)

岡　山 6 (1.4%) 55.4 (1.3%) 17 (1.6%)

広　島 11 (2.6%) 116.1 (2.7%) 32 (3.0%)

山　口 21 (5.0%) 269.0 (6.2%) 53 (5.0%)

徳　島 19 (4.5%) 171.2 (4.0%) 51 (4.8%)

香　川 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

愛　媛 1 (0.2%) 6.0 (0.1%) 2 (0.2%)

高　知 7 (1.7%) 72.4 (1.7%) 20 (1.9%)

福　岡 6 (1.4%) 111.6 (2.6%) 20 (1.9%)

佐　賀 52 (12.4%) 325.4 (7.6%) 122 (11.5%)

長　崎 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

熊　本 10 (2.4%) 49.3 (1.1%) 23 (2.2%)

大　分 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

宮　崎 6 (1.4%) 22.0 (0.5%) 18 (1.7%)

鹿児島 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

沖　縄 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

総排水量 総ポンプ台数管理主体 排水機場数

■施設数の推移

別紙１ 河川排水ポンプ施設の整備状況と施設数の推移
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【凡 例】

■10年未満

■10年以上 20年未満

■20年以上 30年未満

■30年以上 40年未満

■40年以上 50年未満

■50年以上

（小規模） （中規模） （大規模）

（ N=865 ）

63.6%
N=550 

27.5%
N=238 

8.9%
N=77 

■国管理（N=444）

■都道府県管理（N=421）

○施設規模（総排水量）では、10㎥/s未満の小規模機場が６割以上、10～30㎥/s未満の中規模機場が
約３割、30㎥/s以上の大規模機場は１割程度。

○設置後４０年以上を経過する施設の割合が、小規模機場では２割程度に対し、中・大規模機場では
５割前後と高い割合を占める。

別紙２ 総排水量別 施設数
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○全体の約半数でディーゼル機関を採用。
○１台あたりの排水量が１㎥/s前後のポンプでは、内燃機関・電動機ではなく、主に水中ポンプを設置。
○国管理の排水機場では、５㎥/s以上のポンプでガスタービンエンジンの採用が増加。

■駆動機関別 ポンプ設置台数

■ポンプ排水量別 内訳

ガスタービン

ディーゼル機関

電動機

救急排水ポンプ

水中ポンプ

ガスタービン

ディーゼル機関

救急排水ポンプ

水中ポンプ

電動機

ガスタービン

ディーゼル機関

電動機

水中ポンプ

救急排水ポンプ

国管理
N=1317

都道府県管理

N=1017
合 計
N=2334

別紙３ 駆動機関別 設置台数
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〇揚排水ポンプ建設市場は、１９９８年（約１５００億）をピークに縮減傾向にあり、２０２０年
（約６００億）には半減。
〇治水分野は１９９８年（約４００億）をピークに２０２０年（約１００億）には大幅に低減。

別紙４ 揚排水ポンプ建設市場の現状

出典：（一社）河川ポンプ施設技術協会調べ
対象：ポンプ設備工事（改造・修繕除く）

揚排水ポンプ建設市場 分野別建設市場

約１５００億

約６００億
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【河川維持修繕費】
○直近１０年で維持修繕費全体は毎年増加傾向。（平成２４年度基準で約２５％増）
○機械設備の維持管理にかかる予算は、約１５０億円前後で推移。

【応急対策事業費】※構造が不十分又は適当でないため、応急的な改良及び新増設の改善措置を実施

○直近１０年で応急対策事業費は約２倍に増加。（平成２４年度基準）
○機械設備関係の予算は、約８０億円程度で推移。（全体の約９割が機械設備関係）
※内訳の確認できる令和元年以降

【凡 例】

■予算総額

■（内）機械設備関係

別紙５ 維持管理にかかる予算の推移
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別紙６ 現状の点検整備

■点検の区分

■点検の内容

年点検 月点検

実稼働時において始動条件、運転中の
状態把握、次回の運転に支障がないことの確認や異常の
兆候の早期発見を目的として実施

運転時点検 地震、落雷、火災、暴風等が発生した
場合に設備への外的要因による異常、損傷の有無の確認
を目的とし、必要に応じて点検を実施

臨時点検

〇その目的別に区分して設備及び機器等の保全方式や特性に合った点検の種類と方法を適用。

（月点検の人工）
大型排水機場(200m3/s)   10人×３日（機械５人、エンジン３人、電気２人） 約3百万円
小中型排水機(10m3/s)      ６人×２日（機械２人、エンジン２人、電気２人） 約1百万円

（年点検の人工）
大型排水機場(200m3/s） 20人×5日（機械10人、エンジン７人、電気３人） 約１０百万円
小中型排水機場(10m3/s) 9人×3日（機械３人、エンジン４人、電気２人） 約 3百万円

設備を構成する装置、機器の健全度の把握、システム全
体の機能確認、劣化・損傷等の発見を目的として、年１回、
適切な時期に実施

管理運転点検を原則とし、設備の運転機能の確認、運
転を通じたシステム全体の故障発見、機能維持を目的に、
稼働期間中は月１回、非稼働期間中は２～３ヶ月に１回
実施
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別紙７ 現状の保全方式

故障の発生を未然に防止するた
めに実施する保全をいう。

予防保全

事後保全

〇保全方式は、予防保全（定期的な整備および劣化兆候を監視する等）と事後保全（緊急保全および通
常事後保全）の中で的確に使い分けを実施。

（例）予防保全（状態監視保全） （例）事後保全

故障の発生を未然に防止するために実施する保全をいう。

故障した設備、装置、機器、部品の機能を復旧するため
の保全をいう。

保全による経年と性能・機能の関係

JISZ8115による分類

○従前の保全方式の考え方

的確に使い分け

設備は保全実施で長い年月にわたっ
て運用される。いずれ整備に限界が
生じ、設備の更新を検討する時期を
迎える。

保全限界
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別紙８ 技術者の状況

○河川ポンプ事業に従事する技術者、国交省の機械工学を専攻した職員数のいずれも40～50歳代が多く、
30歳代以下が急激に減少する人員構成。

○10～20年後には、従事する技術者が大きく減少すると想定。

8

■河川ポンプ事業従事技術者 ■国土交通省 機械系（建設）職員

（一社）河川ポンプ施設技術協会 提供

10～20年後：従事する技術者
大きく減少

現状：40歳以上の
割合が多い

技術者の確保、人材育成の仕組み作り、企業を発展させるための仕組み作り、メンテナンスの効率化等の
検討が急務



別紙９ 運転操作員の実態

○直轄排水機場のうち救急排水機場、自動運転の小規模ポンプ施設を除いた３３５機場
（運転操作員1,229人）を対象に実態調査を実施。
○運転操作員は自治体への委託が約８割を占めている。
○また、運転操作員の年齢割合は60歳以上が約５割を占めており、今後更なる高齢化が想定される。

平成2018年3月時点データ

N=335

N=1,229

北海道開発局 東北地整 関東地整 北陸地整 中部地整 近畿地整 中国地整 四国地整 九州地整 全国

自治体 30 22 3 18 34 20 21 23 96 267

組合 2 1 1 4

民間企業 3 2 36 1 3 1 1 9 56

民間人（直接委託） 1 5 6

無し 1 1 2

総計 34 26 39 20 38 22 22 28 106 335
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別紙１０-１ 排水機場個々の特異性

○排水機場の設備構成、機器構成、運転操作方式などは建設年度や地域特性等によって異なり、機場毎
に特異がある。（技術基準は「必要となる技術的事項として、設計、施工、維持管理について基本的
な考え方を示したものである。」）

○そのため点検員・運転操作員の育成は施設毎に必要となっている。
○特に操作設備は機場毎の相違により点検員・運転操作員の負担となっている。

建設年度が古い機場の特性

・電動化されていない弁がある
→ 運転前に手動にて弁操作を実施

・横軸ポンプで連動運転に真空引きが含まれない

・商用電源負荷・発電機負荷の機器の相違
（始動空気槽用コンプレッサ、樋門ゲートなど）

地域の特性

・冬期の凍結防止のための水抜き有無
・立地特性による水位上昇の相違

機場個々の運用方法による特性

・運転操作のバルブ開閉順序
・始動空気槽コンプレッサ運転モードの
「手動－自動」の相違
・除塵機の塵埃対応
・ポンプ各号機の運転順序

その他

・除塵機・樋門ゲートの操作が連動操作に含む機場、
含まれない機場

操作設備の特性

・始動条件、故障項目（重故障、軽故障）の相違

運転操作員技術レベル

・運転操作、故障対応時の技術レベルの相違 10



別紙１０-２ 操作制御方法の実態

点検員・操作員育成は施設毎に必要

 施設に対応できる人材育成は管理者・企業等にとって負担大

 点検員・操作員が施設で身につけた技術を他施設で活用しにくい

 施設管理者にとって施設を熟知した点検員・操作員の退職・転職はリスク

操作制御設備の故障増加

 点検員・操作員は、低信頼性設備の運転が最も不安

①“過度な技術力”を排除し人材の安定的確保

②コスト低減で保全措置件数を増、信頼性確保

○排水機場の操作制御設備は建設年度（技術基準改定など）により機場毎に相違がある。
○機場毎の相違は点検員・運転操作員の負担となっており、「操作制御方法の標準化」検討が必要。

凡例 ○：技術基準規定 ×：技術基準禁止または未規定

一例）ポンプ始動条件実態
始動条件とは
■ポンプ始動前に満たされるべき諸条件
■始動条件を満足しない場合は、インターロックによりポンプが始動できないようになっている
■始動条件が成立すると「始動準備完了」ランプが点灯する 立軸斜流ﾎﾟﾝﾌﾟ・ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関

設備取り扱いを簡素にした操作制御方法の標準化に向けた検討が必要

立軸斜流 横軸斜流

技
術
基
準

Ａ
機
場

Ｂ
機
場

Ｃ
機
場

Ｄ
機
場

Ｅ
機
場

Ｆ
機
場

Ｇ
機
場

Ｈ
機
場

Ｉ
機
場

Ｊ
機
場

Ｋ
機
場

Ｌ
機
場

Ｍ
機
場

Ｎ
機
場

Ｏ
機
場

Ｐ
機
場

Ｑ
機
場

Ｒ
機
場

Ｓ
機
場

Ｔ
機
場

Ｕ
機
場

Ｖ
機
場

Ｗ
機
場

Ｘ
機
場

1 吸水槽水位規定以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 膨脹タンク・高架水槽水位規定以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 空気槽圧力規定以上 ○ × ○ × × × × × × × × ○ ○ × × × ○ × × ○ × × × ○ ×

4 燃料小出槽油面規定以上 ○ × ○ × × × × × × × × ○ ○ × × × ○ × × ○ × × × ○ ×

5 真空ポンプ用補水槽水位規定以上 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

6 始動装置が始動位置にある × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

7 吐出弁規定開度 × × ○ ○ × × × × ○ ○ × ○ ○ × × ○ ○ × × ○ × × × × ○

8 押込式ポンプ用吸込弁全開 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

9 他のポンプが始動中でない × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ × ○ × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○

10 重故障が発生していない ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 軽故障が発生していない ○ × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

12 各切換開閉器が所定位置にある ○ × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × ○ × ○ ○

13 機関回転速度規定値以下 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

番号 始動条件
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主ポンプ, 

16.5%

主原動機, 

42.8%

動力伝達装

置, 5.1%

系統機器, 

8.7%

除塵設備, 

3.9%

電源設備, 

14.1%

付属施設, 

1.2%

機場本体, 

1.2%

監視操作制御

設備, 6.3%
その他, 

0.3%

装置別故障割合(昭和５７～令和２年)

別紙１１-１ 河川ポンプ設備の故障データ

〇河川ポンプ設備は、近年の点検結果において、「○（正常）」評価の施設は減少し、「△(要整備)」
評価の施設が増加傾向。

〇河川ポンプ工事件数の約９割が修繕と機器取替。
〇河川ポンプについて部品単位で故障割合を整理すると、エンジンと主ポンプで約６割。

点検結果について
●：正常
▲：要整備

（機能に支障は生じていない
が、対策を講じないと支障
が生じる恐れがある）

×：機能に支障あり

河川ポンプ点検結果

河川ポンプ工事件数 （揚水機場、排水機場、浄化施設）

河川ポンプ整備の内訳
・主ポンプ分解整備
・原動機分解整備
・補機類交換

河川ポンプ機器更新
の内訳
・機側操作盤
・原動機
・減速機
・監視操作卓
・運転支援装置

９０％ ９２％
部品単位で故障割合を整理すると、主ポンプ
と主原動機で約６割を占める。

河川機械設備は毎年点検を実施(原
動機、電機、ポンプなどの専門技術
者が手間をかけて状態把握)し、
ゲート、河川ポンプ設備ともに時間
の経過とともに 「○(正常)」評価
は減少し、「△(要整備)」評価は増
加傾向。

装置別故障割合

N=334

主原動機
４２．８％

主ポンプ
１６．５％

12



別紙１１-２ 排水機場 近年の故障事例

B排水機場 完成後34年経過
15m3/s（5m3/s×3）

8月月点検にて管理運転を実施
2号主原動機より白煙発生し非常停止

↓

緊急分解を実施
経年劣化によるシリンダー油膜切れを確認
部品交換、清掃、研磨

主原動機
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 308kw）

白煙発生状況

ｼﾘﾝﾀﾞﾗｲﾅ損傷 ﾋﾟｽﾄﾝ損傷

【原因】
経年劣化によりシリンダーライナーとピストンロッド間
の油膜保持ができなくなったため焼き付き白煙

【機能喪失５m3/sの代替】
故障復旧まで１９日間
・排水ポンプ車４台の配備

Ｃ排水機場 完成後18年経過
４m3/s（2m3/s×2）

8月月点検にて管理運転を実施
２号主ポンプより異音発生し非常停止

↓

緊急分解を実施
ポンプ軸受の異常摩耗、インペラとケーシングライナの
接触痕を確認

↓

ポンプ分解整備（軸受の交換等）を実施

【原因】
異物噛み込みによるポンプ軸受の異常摩耗により、羽
根車とケーシングライナが接触し、異音発生

【機能喪失２m3/sの代替】
故障復旧まで約８ヶ月間（交換
部品の製作・工場持ち帰り整備）
・排水ポンプ車３台の配備

ポンプ軸受内径側に摩耗痕 ポンプ軸受内径側に溝状傷

ｹｰｼﾝｸﾞﾗｲﾅ
（羽根車先端とｹｰｼﾝｸﾞﾗｲﾅの接触痕）

羽根車側面に摺動痕正常状態 硫酸腐食による
亀裂（青線）

先端部脱落

主原動機
（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 846kw）

過給器取外作業

ﾀｰﾋﾞﾝﾉｽﾞﾙ亀裂

Ａ排水機場 完成後19年経過
20m3/s（10m3/s×1、5m3/s×2）

9月月点検にて管理運転を実施
3号主原動機過給器温度上昇により非常停止

↓

過給器内部タービンノズルの変形を確認
交換部品手配、交換

【原因】
主原動機の燃料であるＡ重油に含まれる硫黄分によ
り、過給機内部のノズルカバーが硫酸腐食し、タービ
ンノズルが脱落

【機能喪失１０m3/sの代替】
故障復旧まで17日間（交換部品を海外から調達）
・運転開始水位を１m下げる運用
・排水ポンプ車３台の配備

○近年の故障の特徴としては、致命的機器（部品）の損傷が多く、部品調達等で出水期間中に数十
日機能損失する事例がある。
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○平成２５年９月台風１８号の豪雨でポンプが停止し浸水被害が発生。
○浸水被害検証委員会では、浸水被害の原因はポンプ停止という検証結果が出された。
○その後、京都市が操作委託業者に対し、被害者への損害賠償など市が負担した額を京都地裁へ提訴。

参考文献：小栗栖排水機場周辺における浸水被害検証報告書（京都市）

■経緯
9月15日 午後 8:03 委託職員１名で水位監視開始

午後 8:51 １号ポンプ運転開始
午後11:22  ２号ポンプ運転開始（間欠運転を実施）

9月16日 午前 2:20  除塵機ゴミ除去のため１号ポンプ非常停止
午前 2:50  自動運転モードの２号ポンプを非常停止

ゴミ除去処理中に不慮の事故にあい気を失う
※非常停止したことで、自動運転モードに復帰しなかった

午前 2:50～午前6:47 ポンプ２台不稼働によるない水位上昇
午前 6:40  他の委託職員が機場到着。委託職員が倒れているのを発見
午前 6:47  １号、２号ポンプ運転再開（３時間５７分停止）

委託仕様書では
２名体制のところ
１名で対応

別紙１２ 訴訟事例

■浸水被害検証結果
・浸水被害については、ポンプ停止が原因であ
る。
・ポンプ停止については、委託業者の人為的な
ミスが原因であり、また本来２名体制であるべ
きところが１名体制であったことが、ポンプ停
止を再稼働させることができなかった原因であ
る。

■今後に向けた取組
・小栗栖排水機場は、維持や運転監視を民間業
者に委託しているが、浸水被害者に対する補償
という観点からすれば、まずは管理者としての
責任が京都市にあり、浸水被害者に対し、真摯
な対応を強く要望する。
・今後の再発防止に向け、委託業者の業務遂行
能力、体制の向上、排水機場の管理体制や市全
域にかかる浸水予防対策の強化について検討し
ていただきたい。
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○総合信頼性の考え方を設備整備の概念に新たに位置づけ、〇総合信頼性は、アベイラビリティ、信頼性、
保全性等を含むとして、品質特性に関する包括的な用語として定義されており、ポンプにおける総合信頼
性に関連する項目として①信頼性、②保全性、③保全支援性能について検討を行った。

論点１，２ 総合信頼性（Dependability）確保のためのポンプの設置について

評価手法 評価結果 対応方策

総合信頼性
Dependability

①信頼性
Reliability

故障により稼働しない
期待値、確率分布形

定量

・総排水規模に対しては故障確率ｐのみ
により決定

・小口の方が大機能損失の可能性が低い

・小口化による機能損失
回避

・余力(spare)による増強

②保全性
Maintainability

定性的に評価

定性
・マスプロダクツ化した方が保全性には
優れるが、台数（保全対象）が増加す
ることも留意

・台数の増加も含め総合
的に判断

③保全支援性能 定性的に評価

定性
・マスプロ化した方が支援体制は充実す
る

・できるだけマスプロ化
を図る

排水ポンプの設置における検討項目（案）

【総合信頼性概要】

①信頼性

②保全性

③保全支援性能

検討

・計画排水規模
・機械設備のあり方

（排水量、揚程、ポンプ
形式、駆動機関種別等）

【現状と課題】

・原則として、吐出し量
を大きくして設置台数
を減らす方向で整備

・設備能力には余力が
ない場合がほとんど

・１機の設備の停
止が施設全体の
能力の大幅な低
下をもたらす危
険性

高い信頼性
(壊れない）を前提

老朽化による
トラブル

これまで 現状 今後

総合信頼性
による検討

ポンプ設備整備の重要事項
ポンプにおける総合信
頼性に関連する項目

壊れる事を考慮
（フェールセーフ）

JIS Z8115 192-01-22

JIS Z8511 192-01-24

JIS Z8511 192-01-27

JIS Z8511 192-01-29 15



論点１，２ 信頼性の定量評価について

○信頼性は、小口化することにより、小規模な機能損失の可能性は高くなるが、システム全体に影響を
及ぼすような機能損失に至る可能性はかなり低くなる。

小口化すれば、１機稼働しない確率は高くなるが、大規模な能力損失には至る確
率は低くなり、さらに余力分を整備することにより信頼性は格段に向上する。

𝑒 =෍

𝑖=0

𝑛

𝑝𝑖𝑖

= 𝑛𝑝 𝑝 + 1 − 𝑝
𝑛−1

≒ 𝑛𝑝

ｅ：故障する（稼働しない）
機数の期待値

ｎ：ポンプ数
ｐ：故障する確率

【検討ケース】 【試算】

試算条件：ポンプの停止確立ｐ＝１％（０．０１）

①大ロットの場合
能力の半分を失う確率は約２％（単機の停止確率（１％）の約２倍）

②小口化の場合
１台稼働しない確率は高いが（９．５％）、３台目以降ほぼゼロであり能力

を大きく失う可能性は極めて小さい
③小口+余力１台（１ｍ３/ｓ）の場合

計画排水量以下となる確率は極めて小さい(０．５％)

【故障機数の期待値】

①大ロットの場合

②小口化の場合

③小口化+余力１台（１ｍ３/ｓ）の場合

16

1基目が停止す
る確率は高い

これ以上停止す
る確率は極小

ポンプが稼働しない確率 ポンプが稼働しない確率



ポンプの配置イメージ

ポンプの配置イメージ

ポンプの配置イメージ

論点１，２ 信頼性の定量評価について（参考）

【検討ケース】 【試算結果】

Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ

Ｐ

Ｐ Ｐ

５㎥/s×２台

１㎥/s×10台

１㎥/s×（10+1）台

合計 10㎥/s

合計 10㎥/s

合計 10㎥/s +1㎥/s

ポンプの停止確率 p＝10%（0.1） ポンプの停止確率 p＝1%（0.01） ポンプの停止確率 p＝0.5%（0.005）

17



論点１，２ 保全性・保全支援性能の定性評価について

小口化・規格化(マスプロ型) 一品・特注生産(従来型)

考え方

特徴：マスプロダクツ化
ポンプ能力(固定)×台数
予防保全に加え交換前提の保全も可

特徴：一品毎に設計・製作・据付
施設毎に設計・製作・据付
予防保全が原則

全体シ
ステム

◎故障時等の代替機・部品調達容易
△設置台数が増え保全が煩雑
△多数の制御が必要な場合もある
◎補器類が少ない

×故障時等の代替機・部品調達に難
〇大規模化すれば保全対象が限定
〇大規模化すれば制御対象が限定
×補器類が多い(コンプレッサー等)

整備性
(メン
テナン
ス性)

特徴：車両用エンジンを流用等
〇使用台数多(ノウハウ共通)
〇整備できる人材を確保しやすい
〇故障時の復旧の迅速性が期待できる
のであれば保全内容を省力化可能

特徴：船舶用エンジンを改造
△使用台数少(機械毎にノウハウ)
△整備できる人材が限定
△故障しないように厳格な維持管理
が必要(オーバーホール等)

交換
エンジン：短時間で交換可能
ポンプ ：製造期間が短く対応可能

エンジン：交換は長期を要する
ポンプ ：交換は長期を要する

○実証試験を今後行う段階であり、どのような保全が必要となる
のか等、今後明らかになる事項がほとんどであり、今後の運用
実績も踏まえながら総合的に判断する必要がある。

保全性の検討項目
小口化・規格化
(マスプロ型)

一品・特注生産
(従来型)

代替機供
給体制

〇生産中は対応可
能、後継機種で代
替

×生産に長期を
有する

部品供給
体制

〇部品供給期間内
は迅速

×特注生産部品
の入手は困難

人材確保

〇エンジン：自動
車整備士可能
△ポンプ：専門技
術者

△専門技術者

保全支援性能の検討項目

マスプロ化を図ったものほど優れていると言えるが、製造終了後の部品等の供給についてよく確認が必要である。

保全性については、今後の運用実績も踏まえながら総合的に判断する必要がある。また、保全支援性
については、製造終了後の部品などの供給について確認が必要である。

【保全性（整備性、メンテナンス性）】

【保全支援性能】

現在のポンプ施設

課題：排水機場毎、ポンプ毎に運転の手順、メンテナンス
のコツ（ノウハウ）が異なり、その伝承が必要

共通化・規格化した場合には、ノウハウなど共通となる
他、故障時等に迅速な回復が期待できるのであれば、整備
の簡素化等を図ることも可能

○小口化で台数が増えることにより、保全対象が増える、
操作対象が増える。

マスプロダクツ化
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論点３ 気候変動への影響を考慮した計画・設計

出典：社会資本整備審議会 河川分科会 第3 回気候変動を踏まえた水害対策検討小委員会（R2.3.17）資料

（施設設計の見直し）
○施設の新設にあたっては、気候変動による外力の増大を考慮して設計を行う必要があるが、堰、大

規模な水門などの耐用期間の長い施設については、必要に応じて、更なる気温上昇にも備えた設計
の工夫を行うことによって、気候変動により目標とする外力が増加した場合等でも容易かつ安価に
改造することを可能とすることも考えられる。

また、2℃上昇に至る前に耐用期間を迎えるポンプ等の施設については、その施設の耐用期間経過
時点の気候変動の影響を考慮して設計をすることが望ましい。

令和２年７月「気象変動を踏まえた水災害対策のあり方について 答申」より
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○コスト縮減（吸水槽建設時の掘削土量やコンクリート打設量の縮減等）を目的に､高流速吸水槽と小型
化ポンプが開発され、模型試験及びシミュレーション解析で確認し、「揚排水ポンプ設備技術基準
（案）平成１３年２月」の改訂で、高流速・小型化ポンプが基準化された。
○これにより、ポンプを更新する際に、同じ口径で従来より多い吐出量のポンプを設置することが可能。
（施設毎に要検討、2割～5割程度増量可）

標準 高速化

水槽近寄り流速 0.3m/s 0.4m/s

管内流速 約３m/s 約４m/s

Ⅰ型（従来流速）⇒Ⅱ型（高速化）

ポンプ効率 立軸ポンプではⅠ型より4～8%低い

全揚程 損失水頭の増加によりⅠ型より高い

原動機出力 効率低下、全揚程増加により大きくなる

質量 小型化されⅠ型より軽量

水槽近寄り流速

論点３ 気候変動への影響を考慮した計画・設計
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論点４ 設置後50年以上経過した排水機場の更新実態

排水機場の更新実態
（設置後50年以上経過 N=38）

全面更新

部分更新
（ポンプ･原動機

･減速機）

部分更新
（原動機･減速機）

部分更新
（原動機）

未更新
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(特 徴)

●渦巻→縦軸斜流に更新（操作性向上）
・満水系統の削減・起動時間の短縮

・ポンプ・除塵機を操作室より操作可能

●ガスタービンエンジン等の採用（信頼性向上）
・冷却水系統の削減（無水化）

●商用受電→自家発電設備に変更

・運転停止リスク低減

【更新前】
排水量 ： 9.9㎥/s（3.3㎥/s ×3台）
形 式 ： 両吸込渦巻ポンプ
口 径 ： 1300mm
原動機 ： 電動機

【更新後】
排水量 ： 9.9㎥/s（4.95㎥/s ×2台）
形 式 ： 縦軸斜流
口 径 ： 1350mm
原動機 ： ガスタービン機関

■谷田川第一排水機場（関東） Ｓ２３設置 → Ｈ２２更新（61年経過） （機械設備）
■工事金額 ：９９６（百万円）
■排水量換算：１００（百万円／㎥）

主原動機
(ガスタービン)

主ポンプ設備
（立軸斜流ポンプ）

主ポンプ設備
（両吸込渦巻ポンプ）

※事業総額：２１２７（百万円）
（土木・建築・既設撤去含む）

論点４ 排水機場の更新事例 （全面更新）
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(特 徴)

●ポンプ台数を細分化「3.33㎥/s×3台」→「1㎥/s×10台」

・流入量･水位に追従した操作可能

●陸上ポンプ(縦軸斜流ポンプ)→ コラム式水中ポンプに更新

・補機の削減による起動時間の短縮

・冷却水系統の削減（無水化）

・シンプルな構造で維持管理が容易

●既設の吐出水槽・排水樋管は流用

【更新前】
排水量 ： 10㎥/s（3.33㎥/s ×3台）
形 式 ： 縦軸斜流ポンプ
口 径 ： 1200mm
原動機 ： 水冷ディーゼル機関

【更新後】
排水量 ： 10㎥/s（1.0㎥/s ×10台）
形 式 ： コラム式水中モータポンプ
口 径 ： 700mm
原動機 ： 電動機
電 源 ： パッケージ型発動発電機

■大旦川排水機場（東北） Ｓ４７設置 → Ｈ２６更新（42年経過） （機械設備）
■工事金額 ：８２６（百万円）
■排水量換算： ８３（百万円／㎥）

主ポンプ設備
（縦軸斜流ポンプ）

電源設備
（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型発動発電機）

主ポンプ設備
（ｺﾗﾑ式水中ﾓｰﾀﾎﾟﾝﾌﾟ）

※事業総額：１８９８（百万円）
（土木・建築・既設撤去含む）

論点４ 排水機場の更新事例 （全面更新）
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（特 徴）

●横軸→縦軸（Ⅱ型）に更新
既設口径のまま、排水量を増強（高流速化）

満水系統の削減・起動時間の短縮

●空冷ディーゼル・ポンプ搭載型減速機の採用
冷却水系統の削減（無水化）

●既設の構造物・建屋・吐出管（埋設部）は流用

【更新前】
排水量 ： 6.0㎥/s（3.0㎥/s ×2台）
形 式 ： 横軸軸流
口 径 ： 1200mm
原動機 ： 水冷ディーゼル機関

【更新後】
排水量 ： 8.5㎥/s（4.25㎥/s ×2台）
形 式 ： 縦軸斜流（Ⅱ型）
口 径 ： 1200mm
原動機 ： 空冷ディーゼル機関

■学島排水機場（四国） Ｓ４１設置 → Ｈ３０更新（52年経過） （機械設備）
■工事金額 ：４８１（百万円）
■排水量換算： ５７（百万円／㎥）

論点４ 排水機場の更新事例 （部分更新）
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論点４ 更新事例（大型ポンプ）

○全国に大型ポンプ（コンクリートケーシングタイプ）を有する揚排水機場は７０施設（直轄３９施設、
補助３１施設）

○大型ポンプの更新にあたっては、費用と期間を要するため既設構造物（土木・建築）を流用し、必要
最小限の更新とする。

吐出ケーシング
羽根車

コンクリートケーシングタイプ
ポンプ単機容量が１０m3/ｓを超える大型ポンプは、ポンプ本体をコクリートケーシング形式として土木構造物と一体化し、吸込
水路と吐出水路を直結した構造

吸込ケーシング ベルマウス

25



（特 徴）
●数値流体解析や最新設計手法を駆使し、既設
ケーシング継続使用の制約の中、単機容量
アップ（10m3/s→11.67m3/s）し、ポンプ台
数を4台から3台へ削減

●既設の構造物・建屋・コクリートケーシング
は流用

論点４ 排水機場の更新事例（大型排水機場・部分更新）

【更新前】
排水量 ： 35㎥/s（10㎥/s×3、5m3/s×1台）
形 式 ： 立軸渦巻斜流×3、横軸斜流×1
口 径 ： 2100mm×3台、1500mm×1台
原動機 ： 水冷ディーゼル機関（二次冷却方式）

【更新後】
排水量 ： 35㎥/s（11.67㎥/s ×3台）
形 式 ： 立軸渦巻斜流（Ⅱ型）
口 径 ： 2100mm
原動機 ： 水冷ディーゼル機関（ラジエータ方式）

■Ｓ排水機場（Ｓ県） Ｓ４３設置 → Ｈ２４更新（４４年経過）

■工事金額 ：１，２９０（百万円）
■排水量換算： ３７（百万円／㎥）

ｴﾝｼﾞﾝ・減速機（更新前）

ｴﾝｼﾞﾝ・減速機（更新後）

羽根車（更新前）

羽根車（更新後）

ケーシング継続使用
（ケレン＋塗替塗装）

ケーシング腐食

部分改築前

部分改築後

参考文献：エバラ時報No.237(2012-10)
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○「総合信頼性」、「経済性」、「維持管理性」の観点に加え、「気象変動への対応（余力の確保）」
を考慮した更新計画・設計。

○マスプロダクツ型排水ポンプ等、パラダイムシフトを図った設備の導入検討。

■高流速化（排水能力の向上）
※学島排水機場の事例

Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ

Ｐ Ｐ
Ｑ㎥/s

［1.0㎥/s×Ｑ台］

Ｐ Ｐ Ｐ

Ｑ㎥/s
［ｑ㎥/s×Ｎ台］

Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ

(Ｑ+ｎ)㎥/s
［1.0㎥/s×(Ｑ+ｎ)台］

+ｎ

■小口化（冗長性の向上）
※大旦川排水機場の事例

■マスプロダクツ化
・冗長性の向上 + コスト縮減
・(+ｎ)信頼性向上 + 気候変動への対応

(Ｑ･α)㎥/s
［(ｑ･α)㎥/s×Ｎ台］

Ｐ Ｐ Ｐ

総合信頼性

維持管理性

経済性

・信頼性向上
・保全性向上

・イニシャルコスト
・ＬＣＣ
・用地費用

・操作性

気候変動
への対応

更

新

（既設排水機場）

論点４ 効率的な更新を行うための設計
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〇機能停止・低下を防ぐために保全を実施
〇しかし一定程度の故障が発生。復旧に時間を要している
〇河川機械設備は緊急時に確実に稼働することが第一義であり、このため、システム自体を交換すると

いう発想
〇故障時に交換することを前提とし、「省力化保全」という新たな考え方を導入

○新たな考え方

28

論点６ 「省力化保全」,「交換保全」の導入

マスプロダクト化されたシステム
短時間で復旧可能な状態が前提
（サブシステムそのものをストック）
ライフサイクルコストを低減

JISZ8115
に規定

アイテムが要求どおりに
実行可能な状態に維持さ
れ，又は修復されること
を意図した，全ての技術
的活動及び管理活動の組
合せ。

アイテムの劣化の影響を
緩和し，かつ，故障の発
生確率を低減するために
行う保全。

フォールト検出後，アイ
テムを要求どおりの実行
状態に修復させるために
行う保全。

規定した時間計画に従って
実行される保全。

予定の時間間隔で行う予防
保全。

アイテムが予定の累積動作
時間に達したとき，行う予
防保全。

物理的状態の評価に基づく
予防保全。


